
検証評価ワークシート(案)
	関係部局
	健康福祉部児童家庭室子育て支援課

	プロジェクト名
	Ⅱ　子育て家庭への支援
	概 要
	保育の実施主体である市町村と連携し、地域の実情に応じて、多様な取組を展開することにより、育児休業明け等、年度途中の保育ニーズにも対応し、できるだけ早期に待機児童の解消を図ります。

	
	　(2) 保育所待機児童解消プロジェクト
	
	

	1 評価指標
	保育所入所児童枠

	2 評価指標の推移、　 全国及び他府県比較
	○保育所入所児童枠の推移、全国、他府県比較（政令指定都市、中核市は含まず。大阪府の16年度は東大阪市、美原町を含む。）
（単位：人）

16年度

17年度

18年度

19年度

大阪府
69,753
64,104
64,279
65,477
東京都
157,163
158,847
160,322
162,672
神奈川県

26,804
27,472
26,840
28,008
愛知県
80,098
79,544
78,548
77,256
都道府県計
1,474,379
1,468,612
1,454,186
1,452,311


	3 関連指標
	(1) 保育所待機児童数（政令指定都市、中核市は含まず。大阪府の16年度は東大阪市、美原町を含む。）
 　＜４月１日現在＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
16年度

17年度

18年度

19年度

大阪府
1,501
855
627

411

東京都
5,223
5,221
4,908
4,601

神奈川県

605
514
472
439

愛知県
184
129
104
75

都道府県計
14,855
14,423
12,798
11,676

(2) 保育所定員（政令指定都市、中核市は含まず。大阪府の16年度は東大阪市、美原町を含む。）
＜４月１日現在＞       　　　                         （単位：人）

16年度

17年度

18年度

19年度

大阪府
67,580
62,318
63,593
65,093
東京都
159,715
160,616
162,357
164,807

神奈川県

27,334
27,859
27,565
27,736

愛知県
90,202
89,872
90,159
90,979

都道府県計
1,543,978
1,534,607
1,531,271
1,541,125
(3) 保育所数、分園数、認可外保育施設数（大阪市、堺市、高槻市、東大阪市を除く。）

                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：箇所）

16年度

17年度

18年度

19年度

保育所

600
604
609

619

分　園
6
7
7

7


	(4) 認定こども園数
＜4月1日現在＞

　（単位：箇所）
19年度

認定こども園

１

(5) 年齢別入所児童数の推移（大阪市、堺市、高槻市、東大阪市を除く。）

４月１日現在                                     （単位：人）

16年度

17年度

18年度

19年度

０歳

3,338

3,404

3,295

3,559
１歳

8,057
8,398

8,444

8,815
２歳

10,745
11,078

11,079

11,323
３歳

13,090

13,210

13,171

13,339
４歳～

27,650

28,014

28,290

28,441
(6) 年齢別待機児童数の推移（大阪市、堺市、高槻市、東大阪市を除く。）

４月１日現在                                      （単位：人）

16年度

17年度

18年度

19年度

０歳

97

79

39

39
１歳

280

256

208

123
２歳

288

216

189

151
３歳

232
219

137

73
４歳～

115
85

54

25


	4 要因・背景等
	女性の社会進出の増加、夫婦共働きの一般化にともない、保育所の利用者は増加するとともに、保育ニーズも多様化してきている。

子どもの健やかな成長と仕事と子育ての両立にあたっては、増大し多様化する保育ニーズに対し、質・量ともに適切に対応することが不可欠である。しかしながら、保育所待機児童数（各年度当初）は、減少傾向にあるものの、依然として存在しており、また、年度途中においては、育児休業明け等の需要から、待機児童は年度当初に比べ増加している。
　このように、必要なときに、必要なサービスを受けたいという府民の切実なニーズに応えきれていない状況にあり、また、就労形態の多様化など、就労実態に即した多様な保育ニーズに対し、より充実が必要な保育サービスも存在し、府民が必要なときに利用できる多様な保育サービスの拡充が一層求められている。

	5 取組状況
	別紙のとおり

	6 　評　　　　価
	(1)緊急性・継続性

働きながら子育てしている保護者にとって保育所は欠かせない施設であり、待機児童の解消は喫緊の課題である。そのため、地域の実情に応じて、多様な取組を展開することにより、年度途中の保育ニーズ（育児休業明け等）や延長保育ニーズにも対応し、早期の待機児童の解消を含め、多様な保育サービスの推進を図る必要がある。
(2)府の関与の必要性

「国及び地方公共団体は、保護者とともに児童の健全育成に責任を負う」としている児童福祉法の趣旨にてらして、府は、保育の実施主体である市町村と連携し、府内全域（政令市・中核市を除く）の保育環境の充実を図る必要がある。
	(3)施策の効果

　　地域の実情に応じた多様な保育施策の展開により、年度当初における待機児童数は年々減少（⑯1,501人→⑲411人）している。
(4)特記事項

	
	【総　合　評　価】

　　府民が必要な時に必要なサービスを利用できるよう、子育て環境整備の主要施策として、早期の待機児童の解消や多様な保育サービスの充実など一層の保育環境の充実を図る必要がある。

　　これまで一定の施策効果は上がっているものの、保育需要と供給の不一致が生じている状況も踏まえながら、「仕事と子育ての両立支援」の面から、地域の実情に応じた保育サービスの質的・量的な向上と多様な保育サービスを充実していく必要があり、働き方の見直しや企業における労働環境の整備と併せ、引き続き施策を推進していく必要がある。








